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平成 27年度研究結果 

第１章 心臓ペースメーカ装着遺体への対応方針 

まえがき 

 植え込み型心臓デバイス（ペースメーカ、植え込み型除細動器 ICD、など）は、心臓病患者に対し

て有効な体内装着型医療デバイス装置として、恩恵にあずかっている生存患者はおよそ 50 万人とも

言われている。このため、これを装着したまま亡くなられた方が火葬される際に火葬炉内でデバイ

スが破裂し、場合によっては炉の損傷や火葬場職員の負傷が危惧されていた。 

 このため、日本不整脈心電学会では、デバイス植込み遺体の火葬拒否の実態を調査した。また、

学会に報告された火葬時の破裂実験結果を厚生労働省に報告している。今回の研究では、火葬場で

のアンケート調査と関係団体のヒアリングにより、問題の評価、対応策の検討を行う。 

第１節 問題のポイント 

１ 問題点の把握 

（1）日本環境斎苑協会が行ったアンケート調査結果 

 １）平成 24 年度、全国の火葬場に対して行った調査結果 

平成 24 年度の「大規模災害時における埋火葬の在り方に関する研究」の中で行ったアンケートで

は、副葬品及び心臓ペースメーカについて設問を設けている。この調査では、全国 1519 施設（日

本環境斎苑協会のデータから）にアンケートを送り 857 施設 56.4％から回答があった。その結果、

次のようなことが分かった。 

① ペースメーカ装着遺体の火葬を拒否について 

したことがあるとした施設は 39 施設 4.6％(回答数に対して、以下同様)、拒否したことがな

いは 796 施設 92.9％であった。 

② 副葬品やペースメーカによる設備の損傷や職員の負傷の有り・無しについて 

有、は 101 施設 11.8％、無、は 796 施設 92.9％であった。 

③ ①においてあると回答した中で、半数の 51 施設が原因はペースメーカと考えられると回答し

ている。このことから、副葬品とペースメーカは火葬にける問題点において、二分しているこ

とがわかった。 

④ 同じく、設備の損傷部位について 

耐火物の損傷 28 施設 27.7％、炉壁セラミックスの損傷 10 施設 9.9％、炉内台車、ロストル

が 10 施設 9.9％であった。 

⑤ 同じく、職員の負傷部位について 

顔面の負傷、前髪が焼けた、耳が聞こえなくなったなど破裂時の爆風によるものと考えられ

る。 

⑥ 同じく、破裂時の状況がどうであったかについて 

火葬時にペースメーカの装着を知らなかったが 61 件 60.4％で最も多い。 

⑦ 着火から破裂までの時間を聞いたところ 
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着火後 10 分以内 25 件、同 20 分以内 28 件、合計すると 20 分以内が 52.5％であった。なお、

記入がなかった件数も 43 件で 42.6％であった。 

⑧ 破裂に対する防護方法を聞いたところ 

破裂音がするまで窓を覗かない、装着の事前確認、顔の保護具装着、火葬方法の工夫、ペー

スメーカの除去をお願いするなどであった。 

２）平成 26 年度、自治体等火葬場設置団体への調査結果 

平成 26 年度に行った全国の火葬場設置団体 1,094 団体（日本環境斎苑協会のデータから）に行っ

たアンケート調査によれば、心臓ペースメーカ等体内埋め込み型デバイス（以後デバイスという）

装着遺体が火葬された場合、火葬がすすむとともに破裂し、遺骨の損傷、火葬炉の損傷、火葬従事

者の負傷などの可能性がある。このことを理由に火葬を断ったことがあるとしたところが回答いた

だいた 531 団体中 16 団体 3.0％であった。墓地埋葬法では第 13 条では理由なく火葬を断ることは

できないとされているが、このような事態があることは円滑な火葬の実施に支障を生ずる恐れがあ

る。 

これは、心臓植込みデバイスの破裂の爆風によって火葬炉の破損や火葬炉運転職員に対して危害

を及ぼす恐れがあるためである。 

回答の主な項目は以下のとおりである。 

① デバイス装着遺体は火葬場において問題が「有」との回答は、531の回答数のうち405件 76.3％

であった。 

② 「有」と答えたうちの理由(複数回答)を聞いたところ、炉内損傷の恐れ 358 件 67.4％、職員

の負傷の恐れ 331 件 62.3％、遺体（遺骨）の損傷の恐れ 224 件 42.2％であった。 

③ デバイス装着遺体の火葬に関する対応ついて 

遺体から装置の取り外しが必要である155件29.2％、火葬場への事前の届け出が273件51.4％

であった。 

④ 取り外しを希望している 155 団体のうち、取り外してない遺体は火葬を断っているが 16 件

10.3％、破裂音がするまで窓を開けない 52 件 33.5％、一定時間窓を開けない 37 件 7.0％など

であった。 

⑤ 一定時間窓を開けない時間を聞いたところ 

回答した 37 件のうちの一定時間は、10 分以内 5 件 13.5％(37 件に対して)、11 分から 20 分

18 件 48.6％(同)、21 分から 30 分 8件 21.6％(同)であった。 

⑥ 事前届け出がなかった場合の対応について 

一定時間覗き窓を開けないが 186 件 68.1％、注意して火葬が 7 件 2.6％、遺族や葬祭業者に

再度確認するが 7件 2.6％、気にしていないが 50 件 18.3％であった。 

⑦ ⑥で一定時間窓を開けないとした時間を聞いたところ 

10 分以内が 29 件 15.6％、11 分から 20 分が 103 件 55.4％、21 分から 30 分 36 件 19.4％であ

った。 

３）アンケート結果のまとめ 

これまで、2 回行ったアンケートの結果からわかることは、炉設備の損傷や職員の負傷の恐れ

があること、火葬場サイドでは装着の事実について事前の届け出があれば対応が考えられること、



 

一定時間窓を開けたり覗いたりしないこと、どうしても開けなければならない事態では防護服や

防護器具を身に着けるなど、火葬現場での対応が考えられることが示されている。

この問題は、墓地埋葬法で火葬場における受け入れ義務が定められている中で、安全に受け入

れを行うための条件が確立されていないために、受け入れ拒否といった事態が生ずることの可能

性を示している。

このため、この問題に適切に対処するためには、まず、マニュアルにおいて火葬場における安

全確保のための対

握に努めることと同時に、遺体において装着事実の確認システム及び遺体からのデバイス取り外

しシステムの構築

時における安全確保の方法に関し、製造者による適切な情報の提供、より安全な製品開発への努

力、テクノロジーアセスメントなど社会システムの構築を図る必要があることを示している。

第２節 学会、業界からのヒアリングの概要

初年度には日本不整脈心電学会からヒアリングを行った。こ

中で、ご遺体からの装置の取り外しが技術的に難しいこと、ご遺体の移送や取り外しに対する費用

負担（死後であるため医療保険の対象ではない）の問題があることが判明している。過去にデバイ

スの過熱実験の研究結果が日本不整脈心電学会学術大会で報告されている。この研究実験ではデバ

イス単体を火葬炉中で加熱し破裂させたものである。結果は実際の火葬時の実態とはい必ずしも言

えず、どう対応するかの

バイス機器が高価であることや実際の火葬状

たとしている。

今年度は業界である日本不整脈デバイス工業会からヒアリングを行った。この結果、昨年と同様

に取り外しは難しいこと、火葬場への申告については遺族がすべきだが遺族も知らないこともある

こと、など火葬場側の期待を埋める回答はなかった。

 

     
出典：ペースメーカ業界ヒアリング資料、日本不整脈・心電学会・社会問題対策委員長
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り、それにより破裂の程度も小さくなることが予想される。小型化が図られるデバイスは、リード

レスペースメーカ(写真)で、カテーテルを用いて心臓内に直接植え込まれ、電池寿命に達した場合に

は新たに新規のペースメーカを追加で植え込みを行うように計画されているとのことである。 

なお、心臓植え込み型デバイスの現在の普及状況は、心臓ペースメーカの新規装着患者が年間約 3

万 5千人、電池交換を必要とする患者が年間約 2万 5千人、このほか同様の器具として ICD（植え込

み型除細動器）装着者は年間約 1万人、ILR（ループ式心電計）植え込み患者は年間約 900 人との報

告があった。 

 

第３節 火葬場へのヒアリングにおける状況 

 昨年度に引き続き２施設にヒアリングを行った。今回は、マニュアル改訂に必要な項目に限定し

て施設の作業環境、残骨灰の処理の状況を聞いたほか、副葬品に対する指導、体内埋め込み型デバ

イスに対する周知及び火葬時の対応を中心に聞き取りを行った。 

 ２施設は、昭和 13 年に開場し、昭和 50 年及び昭和 57 年に改修を行い現在の施設になった施設

と、もう一つは、昭和 59 年に開場し平成 20 年から 21 年にかけて改修し現在に至っている施設で

ある。2 施設とも運営管理は指定管理者制度で運営している。 

 ヒアリングを行った２施設とも、破裂の原因となる等から、事前に申し出を行うよう指導してい

る。しかし、徹底していないのが実態のようであり、火葬申込書に記入欄を設けることが必要であ

るとも考えており対応に苦慮していた。 

第４節 対応方針 

(１) 火葬場での対応 

 対応の方策としては、火葬場での対応がまず考えられる。その際、次のような対応が必要であ

る。 

① 破裂までの時間、のぞき窓から覗かないこと、デレッキ棒の操作を行わないことである。 

② 上記の時間は、おおむね２０～３０分程度と考えられるが、炉の構造、遺体の体重など異

なる条件を勘案して対応すべきである。 

③ 破裂前の時間内にどうしても対応する必要があるときは、防護装置を装着する必要がある。

防護装置としては、手袋、マスク、防護面等が考えられる。 

④ 装着の事実の確認のため事前の申告が必要である。このため、火葬申告書に所定の欄を設

け、遺族または葬祭事業者に記載してもらうこととすべきである。これを有効にするため、

あらかじめ、葬祭事業者と協議し、科学的かつ具体的に説明したパンフレット等により事前

申告の徹底を呼び掛ける必要がある。 

次頁に自治体独自に設定している火葬申込書に記述する項目の中に、ペースメーカを表示した

例を日本環境斎苑協会事務局案として示す。その他の必要な項目は各自治体で様式決定の際に独

自に追加する。 
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【火葬申込書の参考例】 

          

 (２) 医療機器製造販売業者、学会での対応 

 医療機器製造販売業者は、「医薬品医療機器等法」(旧薬事法)に基づき、製造販売承認を受けて

販売しており、製品の性質、火葬した際の影響、その防止策を火葬場サイドに提示する責務があ

ると考えられる。このため、製造販売業者団体では、製品の性質、火葬した際の影響、その防止

策を調査し、火葬場に対し、適切な説明を行うべきである。また、爆発の程度が将来的に改善さ

れる方途を講ずべきである。このため、環境斎苑協会では、このことを製造販売業者団体に要請

するとともに、行政においても、医療機器を承認する段階で、適切な指導が行われるよう要請す

る必要がある。 

 また、火葬場では、装着の事実が的確に把握できず、対応に苦慮しているのが現状である。こ

のため、学会及び製造販売業者は、連携して、装着の事実を把握するシステムを確立し、照会に

応じて答えられるシステムの整備を検討することが考えられる。 

 また、小線源放射線医療装置では、後に記載するように、１年以内に死亡された方については、

原則的に取り外しを行う方針を学会が立てていることから、その影響が抑えられている実情も考

慮し、しかるべき対応が検討される必要がある。その場合は、費用負担の問題もあり、将来的に

は小型化し、取り外しができない装置が広がる傾向もあることから、そのような状況も踏まえ、

適切な対処方針が明確にされるべきである。 

(３) 行政における対応 

 この問題は、国の認可に係る製品が火葬に際し、問題を生ずる可能性をどうするかという問題

であることから、認可に際し、検討されるべき様々な課題の一つとして、火葬場における火葬の際

の影響について、しかるべきテクノロジーアセスメントが行われ、火葬場サイドに適切な説明が行

われるよう、国においてシステムを整備することが求められる。また、これに従い、製造販売業者

に対し、適切な指導が行われることが必要である。 

  

 

 

氏　名 続　柄 電話番号

ふりがな 性別 　　□男　　□女　　□不詳
氏　名 生年月日 　　□明治　　□大正　　□昭和　　□平成

　　　　　　　年　　　月　　　日

死　　因 　　□一類感染症　　□その他
死亡年月日

心臓ペースメーカ等注

出棺場所 出棺時間 　□午前　□午後　　　　　時　　　　分

到着時間 　□午前　□午後　　　　　時　　　　分頃

備　考

注：

○　○　市　火　葬　場　予　約　申　請　書

心臓ペースメーカ等とは、体内埋め込み型の医療器具で心臓ペースメーカのほか除細動器、心電
計、小線源治療器具などがありますがこれらは、火葬の際に破裂等して火葬業務に支障が出たり、
ご遺骨が破損する恐れがあります。

申請者

住　所

本　籍

住　所

平成　　年　　月　　日　□午前　□午後　　　　時　　　分

死亡者

　□心臓ペースメーカ　□除細動器　□その他　□除去済み
　□不明
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第２章 診療用放射線照射器具への対応方針 

まえがき 

  体内埋め込み型デバイスとして、小線源放射線を用いた前立腺癌治療器具が 12 年ほど前から使

われ始めている。装置は、永久挿入のため最終的には装着したままの遺体が火葬されることにな

る。このため、第 6章に示す火葬場における影響を調査するとともに、放射線小線源治療学会、

業界及び日本アイソトープ協会からヒアリングを行い前立腺癌の治療方法や今後の動向、放射能

の影響等を聞いた。 

第１節 問題のポイント 

  診療用放射線照射器具であるヨウ素125線源による永久挿入密封小線源治療に関するマニュア

ル（日本放射線腫瘍学会他関係学会で作成）では、当医療器具による治療患者が治療後 1 年以内

に亡くなった場合には線源を摘出することとされているが、線源を取り出すことなく火葬される

ケースがあるとのことから、問題点を調査した。 

  業界ヒアリングから、2003 年から始まったこの治療法は、2015 年までの 12 年間で約 33000

人の患者に実施され、このうち 96 名が治療後 1 年以内に亡くなられ（死亡原因は、交通事故の

ほか前立腺癌以外の病気等による）、このうち 12 名が器具の除去がされないまま火葬された。 

  こうした結果、火葬場作業における残留放射能によって、作業員の被ばくが生じるのではない

かとの危惧が生じたため、実際の火葬場における放射能被ばくが生じているかどうかを調査する

とともに、第 2 節で述べる学会及び業界に対してヒアリングを行うこととした。 

第２節 ヒアリング及び現場での実測値の状況 

  3.2.1 ヒアリング結果 

 本治療に精通している医師萬篤憲氏及び業界から三村昌人氏ほかにヒアリングを行なった。

この結果、体内埋め込み型の小線源治療器具は将来的にも前立腺癌に限られた治療方法のよう

である。これは医学の進歩で他の治療法も多数あるためとのことである。 

現在の普及状況は、前記のとおりであるが、治療後 1 年以内に死亡した患者 96 人は、交通事

故や他の病気による死亡である。他の治療法も普及していることから、今後、装着患者が大幅

に増加することはないとのことであった。 

日本では、放射線に対する認識（不安）が高いため、前記対応マニュアルでは、当初から治

療後 1 年以内に患者が死亡した時には線源の摘出が決められており徹底されている。ただし、

まれに摘出されずに火葬場に運ばれることがある、ということで前記した通り 12 年間で 12 人

が摘出されずに火葬された。 

聞き取り調査によれば、小線源治療の対象となる前立腺癌患者は年間約 3 万人であるが、こ

のうち小線源治療を選択する患者は 3000 人を少し超える程度ということである。他の患者は

小線源治療以外の治療を受けている。そして、この状況は今後も変わらないだろうというのが、

医師萬篤憲氏及び三村昌人氏ほか関係者の考え方である。 

平成 23 年 2 月に日本放射線腫瘍学会、日本泌尿器科学会、日本医学放射線学会から、「シー
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ド線源による前立腺永久挿入密封小線源治療の安全管理に関するガイドライン 第五版」が発

行されている。この中では 1 年以内に死亡した場合は、摘出が必要であるとされている。 

ガイドラインでは 1300MBqの 125Iシード線源で前立腺癌を治療した患者が 1年後に死亡し、

即日火葬された場合の関係者の被ばく線量が見積られている。本件に起因する被ばくは年間

1mSv 以下であり、治療後 1 年経過すれば、放射線防護の特別な措置は必要ないと考えられて

いる。また、１年以内でも線源が摘出されずに火葬された例はあるが、その数は少数であり、

影響は大きくないと考えられるが、関係機関においてこの方針を徹底することが望まれる。 

3.2.2 火葬場における測定結果 

詳細は、第 6 章に示されているが、火葬場において、放射線量の実測を今回２か所において

行った結果は以下のとおりである。 

１） 火葬場における空間線量率調査 

火葬場の作業環境における空間線量率の調査では、火葬炉使用耐火レンガにもある一定の天

然の放射性物質が含まれ、その近傍ではバックグラウンドよりやや高い空間線量率が検出され

た。外部被ばく量からの評価では、耐火レンガによる追加線量は 58.4µSv/年と推定され、一般

公衆に対する年間の線量限度（実効線量 1mSv）と比べても 2 桁低い値であり、健康上問題のあ

る値ではなかった。 

火葬炉内空間線量率の変化をモニターした結果、医療器具及び投与薬を由来とする放射性物

質による変化は認められなかった。 

 

２） シード線源からの被ばく量の再評価 

前立腺永久挿入密封小線源治療後 1 年以内に死亡した場合は火葬前に御遺体から線源を摘出

するという条件が厳密に守られる場合は、一般公衆に対する年間の線量限度を超えることはな

いと推定され、特段の処置をとる必要はないと考えられる。しかし、この条件が厳密に守られ

ない場合は、放射線業務従事者ではない火葬場作業者の被ばく量が一般公衆に対する年間の線

量限度を超える場合も考えられる。また、これらの評価においては内部被ばくの可能性が考慮

されていないことから、その可能性の有無について、さらなる調査が必要だと考えられる。 

この結果は、自然由来と同程度であり、有意な影響は出ていないと考えられる。 

  第３節 火葬場における対応策の検討 

  １．火葬場からのアンケート調査、ヒアリングからみた状況 

① 平成 26 年度に行った火葬場を所管する部局 1094 団体へのアンケート調査では、531 団

体（回収率 48.5％）から回答があった。このうち、「聞いたことがない」が 425 団体（80.0％）、

「聞いたことはあるが火葬したことはない」が 39 団体（7.3％）、「火葬したことがある」

が 2 団体（0.4％）であった。 

② このような器具が装着された遺体についてどのような対応が必要かについては、「取り外

しが望ましい」が 141 団体（26.6％）、「届け出（事前申告）が必要」が 71 団体（13.4％）、

「わからない」が 282 団体（53.1％）であった。 

このように、アンケート結果では、これまでのところ、ほとんどの火葬場で器具が装着
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第３章 副葬品への対応方策 

 まえがき 

  死者を弔うために、日本では柩に生前使用していた品々を副葬品として挿入することが行われ

てきた。風習としてはあの世への旅立ちのために、草鞋をはかせたり、六文銭を入れるのが一般

的であり死者が老人であれば杖などを入れることもある。 

  かつてのように土葬であればこれらの副葬品は、何ら問題はないが、今日のように火葬が一般

的になり、生前の活動が釣りやゴルフであった場合は、あの世でも釣りやゴルフをするのではな

いかということで、釣竿やゴルフクラブが挿入されることもある。金属製であれば燃えることな

く遺骨とともに残るが、カーボン製となると燃えた後カーボン繊維が集じん機に飛び、目詰まり

を起こすこともあるとのことである。 

  また、酒好きであった人にはビール缶や酒瓶が入ることもあるとのことであるが、この場合は、

火葬炉内で破裂したり遺骨に何らかの影響を及ぼすこともある。 

  このようなことから火葬場では、副葬品の挿入をしないよう排除に努めているところであるが、

必ずしも十分な成果を上げていないと考えられる。 

  本研究では、いかにしたら副葬品を減らすことができるか、啓発の方法を検討した。 

第１節 アンケート及びヒアリング結果から見た問題点 

   １．平成 24 年度に日本環境斎苑協会が行ったアンケート調査（全国 1519 施設のうち回答の

あった 857 施設、回収率 56.4％）によれば、副葬品の制限をしている施設が 740 施設 86.3％

であった。  

副葬品の制限についての要請先は、葬祭業者が 600 施設 81.1％、遺族へ HP やチラシを

使って 504 施設 68.1％であった。制限を行っていない施設は 99 施設 11.6％であり、多く

の施設で制限を行っていることが分かった。 

副葬品やペースメーカによる設備の損傷や職員の負傷があるは 101 施設 11.8％、ないは

796 施設 92.9％であった。(前出) 

副葬品に対する問題意識は強くあり、各施設とも施設利用案内で注意を促すとともに啓

発用のチラシを葬祭業者に配布しているが、徹底していないのが実態である。 

   ２．今年度行った２施設では、施設の利用説明のホームページで火葬場利用者及び葬祭業者

に対して啓発を行うとともに、葬祭業者には随時チラシを用いて火葬に影響を及ぼす副葬

品を柩に入れないようお願いしている。品目としては以下のとおりである。 

    ア．溶解や爆発の原因となるもの 

    飲料缶、スプレー缶、ライター、電池、金属製品（ラジオ・携帯電話等） 

    カーボン製品(杖、釣竿、ゴルフクラブ、ラケット、竹刀等) 

    ガラス製品(瓶、鏡、食器、メガネ、腕時計等) 

    アルミ製品、湯たんぽ等 

    イ．不完全燃焼の原因となるもの 

    厚手の寝具、書籍類、くだもの、過剰な量の花、ぬいぐるみ 
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    ウ．大気汚染、公害の原因となるもの 

    石油化学製品(プラスチック製品、玩具、化学製品、敷物等) 

 第２節 対応方針 

  （1）基本的方向 

副葬品は、多くの火葬場が制限を行っているように、ものによっては爆発等も想定され、

そこまではいかないとしても火葬の効率を低下させる等適切な火葬にとって支障があるの

で各種の方法により、そのことを遺族に徹底させる必要がある。このため、次のような方策

が考えられる。 

・火葬場を設置・管理する行政側からの啓発活動の強化 

・火葬場管理者からの啓発活動 

・葬祭業界を束ねる全日本葬祭業協同組合連合会など業界団体からの啓発を要請する。 

（2）火葬場サイドからの対応 

① 火葬場サイドで副葬品の問題点を示し、協力を求めるパンフレットを作成し、行政サイ

ドから住民にアピールする。 

② 上記のパンフレットを葬祭事業者に配布し、あらかじめ理解を醸成する。 

③ 火葬申込書に副葬品抑制を記載し、理解を求める。 

（3）葬祭事業者を通じた対応 

当協会から全葬連へ協力要請を行うとともに、各火葬場からも協力要請を行う。 

  なお、調査期間中に次頁に示す別紙１により全日本葬祭業協同組合連合会に対して協力型依頼

をした結果、別紙 2 による通知をしたとの報告を受けた。 

  今後も引き続き、葬祭業協同組合等各地の葬祭関係事業者との関係を深めていくこととする。 
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平成 27 年 11 月 5 日 

全日本葬祭業協同組合連合会 

会長 松井 昭憲様 

心臓ペースメーカ等装着遺体及び副葬品について（お願い） 

特定非営利活動法人日本環境斎苑協会   

理事長 奥村明雄     

 

 私ども、日本斎苑協会は市町村等自治体、火葬炉メーカ、火葬場維持管理事業者、関連企業など

の企業会員及び関係個人会員を擁する唯一の団体であり、火葬場の近代化を目指して、火葬場従事

者の研修事業、市町村に対する技術指導、火葬場に関する調査研究などを行っております。 

このたび、当協会では、厚生労働省所管の科学研究費補助金を受けて、大規模災害時における広

域火葬等埋火葬の在り方等について研究を行ってきましたが、これに続き平成 26 年度から２か年の

継続で「火葬場の維持管理基準の見直しに関する研究」を実施しております。 

この研究は、火葬場の作業環境、維持管理の実態を調査して今後の維持管理のあるべき姿を模索

し、当協会で発行している我が国唯一の指導書「火葬場の建設・維持管理マニュアル」に反映させ

ることを目的としております。 

このなかで、新旧火葬場の作業環境の実態、医学の進歩による体内埋め込み型医療器具の火葬に

おける影響、さらには副葬品の実態等を調査したうえで問題点を整理し、有効な対策を検討したい

と考えております。 

このような問題へ適切に対処するためには、ご遺族の方々の理解と協力をいただくことが不可欠

と考えており、そのため貴連合会のご理解とご尽力が不可欠と考えています。 

つきましては、以下の項目について考え方をお聞かせいただきたいと考えております。 

ご多忙の折誠に恐縮ですがよろしくお願いいたします。 

記 

（１）火葬場では、心臓ペースメーカ装着遺体の火葬によって、破裂による炉の破損及び作業員の

負傷などの恐れがあり、多くの火葬場で装着事実の確認等による適切な対応が求められていま

す。この問題は、医療機関、メーカ、葬祭事業者等幅広い関係者のご理解とご尽力が不可欠と

考えていますが、このことについて、貴連合会傘下の組合に対してご指導をお願いしたいと考

えております。 

（２）副葬品については、各火葬場及び自治体では葬祭事業者に対して、副葬品の挿入について火

葬不適物の挿入禁止をお願いしているところですが、必ずしも守られていないのが現状です。

このことについても、同様にご指導ご協力をお願いいたします。 

（３）そのほか、報告書をまとめるにあたって、当協会、国、自治体及び火葬場に対してご要望等

があればお聞かせください。 

以上 
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